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　　　（単位：千円・％）

令和　７　年度 令和　６　年度

 会計名 予　 　算　 　額 予　 　算　 　額 増減率

93,718,000 93,016,000 702,000 0.8 

国民健康保険会計 15,577,044 16,628,565 △ 1,051,521 △ 6.3 

後期高齢者医療会計 3,145,796 2,993,798 151,998 5.1 

介護保険会計 17,033,659 17,131,401 △ 97,742 △ 0.6 

中島霊園事業会計 63,273 49,354 13,919 28.2 

ばんえい競馬会計 52,720,238 51,813,235 907,003 1.8 

駐車場事業会計 70,624 25,525 45,099 176.7 

88,610,634 88,641,878 △ 31,244 0.0 

収　入 5,375,039 5,585,710 △ 210,671 △ 3.8 

支　出 7,012,000 7,342,000 △ 330,000 △ 4.5 

収　入 7,359,521 6,623,340 736,181 11.1 

支　出 8,155,000 7,478,000 677,000 9.1 

収　入 12,734,560 12,209,050 525,510 4.3 

支　出 15,167,000 14,820,000 347,000 2.3 

収　入 195,063,194 193,866,928 1,196,266 0.6 

支　出 197,495,634 196,477,878 1,017,756 0.5 

令和７年度　各会計　予算総括表

企　業　会　計　合　計

総 合 計

区  分 比　較　増　△　減

一 般 会 計

特 別 会 計 合 計

水道事業会計

下水道事業会計
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　　　　　（単位：千円・％）

各会計 予算額の推移
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（単位：億円）

会計

年度 予　算　額 伸　率 予　算　額 伸　率 予　算　額 伸　率 予　算　額 伸　率

83,731,000 2.4 51,824,008 3.5 15,171,329 △ 1.0 150,726,337 2.4

83,782,000 0.1 54,495,392 5.2 14,575,831 △ 3.9 152,853,223 1.4

82,744,507 △ 1.2 55,695,940 2.2 14,581,374 0.0 153,021,821 0.1

83,165,000 0.5 59,626,796 7.1 14,990,984 2.8 157,782,780 3.1

83,805,000 0.8 65,408,850 9.7 14,470,000 △ 3.5 163,683,850 3.7

85,344,000 1.8 75,049,829 14.7 14,727,000 1.8 175,120,829 7.0

86,307,544 1.1 79,486,941 5.9 15,520,729 5.4 181,315,214 3.5

86,172,000 △ 0.2 85,496,247 7.6 15,092,000 △ 2.8 186,760,247 3.0

93,016,000 7.9 88,641,878 3.7 14,820,000 △ 1.8 196,477,878 5.2

93,718,000 0.8 88,610,634 0.0 15,167,000 2.3 197,495,634 0.5

※平成30年度、令和4年度は骨格予算を編成した年度であり、６月補正後の金額である

一般会計 特別会計 企業会計 全会計

令和７年度

平成２８年度

平成２９年度

令和２年度

令和３年度

平成３０年度

令和元年度

令和６年度

令和４年度

令和５年度
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(歳　　入) （単位：千円、％）

区分

科目 予算額　(A) 構成比 予算額　(A) 構成比 予算額　(A-B) 増減率

5. 市 税 24,525,008 26.2 22,551,067 24.2 1,973,941 8.8 

10. 地 方 譲 与 税 987,373 1.1 1,123,069 1.2 △ 135,696 △ 12.1 

15. 利 子 割 交 付 金 24,969 0.0 7,143 0.0 17,826 249.6 

16. 配 当 割 交 付 金 91,587 0.1 113,351 0.1 △ 21,764 △ 19.2 

17. 株 式 等 譲 渡 所 得 割 交 付 金 138,557 0.1 84,803 0.1 53,754 63.4 

18. 法 人 事 業 税 交 付 金 481,497 0.5 397,606 0.4 83,891 21.1 

19. 地 方 消 費 税 交 付 金 4,708,916 5.0 4,629,042 5.0 79,874 1.7 

31. 環 境 性 能 割 交 付 金 96,683 0.1 104,150 0.1 △ 7,467 △ 7.2 

35. 国有提供施設等所在市町村助成交付金 225,996 0.2 220,055 0.3 5,941 2.7 

37. 地 方 特 例 交 付 金 153,556 0.2 860,735 0.9 △ 707,179 △ 82.2 

40. 地 方 交 付 税 14,694,881 15.7 14,424,241 15.5 270,640 1.9 

45. 交 通 安 全 対 策 特 別 交 付 金 22,282 0.0 20,385 0.0 1,897 9.3 

50. 分 担 金 及 び 負 担 金 403,190 0.4 415,670 0.5 △ 12,480 △ 3.0 

55. 使 用 料 及 び 手 数 料 2,141,691 2.3 2,148,089 2.3 △ 6,398 △ 0.3 

60. 国 庫 支 出 金 18,634,204 19.9 15,835,975 17.0 2,798,229 17.7 

65. 道 支 出 金 6,536,662 7.0 6,067,033 6.5 469,629 7.7 

70. 財 産 収 入 147,827 0.2 240,610 0.3 △ 92,783 △ 38.6 

75. 寄 附 金 605,395 0.6 741,775 0.8 △ 136,380 △ 18.4 

80. 繰 入 金 1,345,301 1.4 4,419,886 4.8 △ 3,074,585 △ 69.6 

85. 繰 越 金 1 0.0 1 0.0 0 0.0 

90. 諸 収 入 12,240,024 13.1 14,725,224 15.8 △ 2,485,200 △ 16.9 

95. 市 債 5,512,400 5.9 3,886,090 4.2 1,626,310 41.8 

93,718,000 100.0 93,016,000 100.0 702,000 0.8 

令 和 ７ 年 度 令 和 ６ 年 度 比　較　増　△　減

合 計

令和７年度　一般会計　当初予算　歳入歳出総括表
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(歳　　出) （単位：千円、％）

区分

科目 予算額　(A) 構成比 予算額　(B) 構成比 予算額　(A-B) 増減率

5. 議 会 費 344,877 0.4 343,738 0.4 1,139 0.3 

10. 総 務 費 3,532,173 3.8 2,777,502 3.0 754,671 27.2 

15. 民 生 費 36,420,721 38.9 34,302,754 36.9 2,117,967 6.2 

20. 衛 生 費 3,749,373 4.0 5,748,765 6.2 △ 1,999,392 △ 34.8 

25. 労 働 費 83,783 0.1 78,805 0.1 4,978 6.3 

30. 農 林 水 産 業 費 4,548,305 4.8 4,454,563 4.8 93,742 2.1 

35. 商 工 費 7,241,359 7.7 7,095,176 7.6 146,183 2.1 

40. 土 木 費 6,048,360 6.5 5,311,235 5.7 737,125 13.9 

45. 消 防 費 2,335,896 2.5 2,100,474 2.3 235,422 11.2 

50. 教 育 費 7,387,060 7.9 6,623,093 7.1 763,967 11.5 

55. 公 債 費 7,429,868 7.9 7,819,096 8.4 △ 389,228 △ 5.0 

60. 諸 支 出 金 2,352,503 2.5 4,774,738 5.1 △ 2,422,235 △ 50.7 

65. 職 員 費 12,193,722 13.0 11,536,061 12.4 657,661 5.7 

70. 予 備 費 50,000 0.0 50,000 0.0 0 0.0 

93,718,000 100.0 93,016,000 100.0 702,000 0.8 

令 和 ７ 年 度 令 和 ６ 年 度 比　較　増　△　減

合 計
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一 般 会 計　市 債 の 状 況

市債残高の推移

（単位：億円）

（単位：億円）

市債発行額の推移
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一 般 会 計　基 金 の 状 況

基金残高の推移

（単位：億円）
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主　要　事　業
（単位：千円）

特定財源 一般財源

本会議・委員会運営事業（新規） 283 283 傍聴者が議会における発言内容を受け取りやすく、誰もが理解
しやすい環境を整えるため、議場傍聴席に字幕表示モニターを
設置

備　　　　　　　考

議 会 費

事　　　　　　　業　　　　　　　名 事業費
左の財源内訳

事　　　　業　　　　内　　　　容
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主　要　事　業
（単位：千円）

特定財源 一般財源

市役所庁舎管理事業（新規） 20,031 9,581 10,450 庁舎の躯体劣化防止や機能維持などを図るため、庁舎の長寿
基金繰入金 命化に向けた調査・設計を実施

2,481 　・設備更新・浸水対策基本調査
市債 　・外壁及び屋上防水工事実施設計

7,100

大空会館移転改築事業 20,658 20,130 528 老朽化に伴う大空会館の解体及び大空小学校跡地への移転
基金繰入金 改築を実施

5,130 　・実施設計及びアスベスト調査
市債

15,000

財産評価取得処分事業 28,500 28,500 旧南商業高校跡地の売払いに向けた調査等の実施
　・用地確定測量、埋設物調査

自治体標準準拠システム移行事業 153,269 151,072 2,197 国が示す標準化対象の20業務について、戸籍や選挙等の
雑入 一部業務を標準準拠システムへ移行するほか、その他の業

151,072 務を令和8年度以降に移行するための調査・設計等を実施

避難行動要支援者支援体制構築事業（拡充） 8,253 8,253 災害時に自力で避難することが困難な避難行動要支援者の 事業費総額　9,947千円
うち、特に優先度の高い者の支援体制を構築するため、個別
避難計画を作成

備　　　　　　　考

総 務 費

事　　　　　　　業　　　　　　　名 事業費
左の財源内訳

事　　　　業　　　　内　　　　容
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主　要　事　業
（単位：千円）

特定財源 一般財源

地域防災強化事業

地域防災無線更新事業 440,000 440,000 メーカーの機器製造が終了したデジタル防災無線の更新及び
市債 指定避難所等への戸別受信機の設置

440,000 　・設備 親局１局、基地局１局、移動局120局

指定避難所環境整備事業 173,250 173,200 50 停電時に指定避難所の既設暖房機の活用や充電スポットの
市債 確保などによる、避難所機能の強化を図るための非常用発電

173,200 機を整備
　・設置工事 13施設

備蓄資材整備事業 8,823 4,400 4,423 防災資機材整備基準に基づく災害用備蓄品の更新及び購入
道補助金 　・備蓄品　　 アルファ米、サバイバルフーズ、毛布、

4,400 　　　　　　　　　アルミマット、生活用品　等

戸籍振り仮名記載対応事業（新規） 57,652 42,602 15,050 戸籍法及び住民基本台帳法の一部改正に伴い、戸籍及び住 一部職員費にて計上
国庫補助金 民票への氏名の振り仮名追加に対応するため、業務体制を

42,602 　 構築

窓口サービススマート化事業（拡充） 3,536 2,593 943 住民異動など戸籍住民課窓口での手続き時間の短縮と受付 事業費総額　4,841千円
国庫補助金 状況の可視化を図るため、窓口手続きのオンライン予約シス

2,593 テムを導入

マイナンバーカード交付事業（拡充） 72,068 72,068 マイナンバーカードや電子証明書の更新期限到達による手続 事業費総額　103,746千円
国庫補助金 件数の増加に対応するため、窓口及び業務体制を強化 一部職員費にて計上

72,068 　・交付窓口　1階戸籍住民課　⇒　10階第6会議室

備　　　　　　　考事　　　　　　　業　　　　　　　名 事業費
左の財源内訳

事　　　　業　　　　内　　　　容
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主　要　事　業
（単位：千円）

特定財源 一般財源

ひきこもり支援事業（拡充） 159 159 ひきこもり当事者に就労体験の機会を提供し、社会適応性の 事業費総額　9,092千円
向上や生活リズムの構築等を図ることを目的として、市内のB
型就労支援事業所において就労体験及び評価・分析等を実施

住居確保給付金（拡充） 1,980 1,485 495 家賃が低廉な住宅への転居費用を支援するため住居確保給 事業費総額　2,376千円
国庫負担金 付金を拡充

1,485

定額減税補足給付金（不足額給付）給付事業 450,000 450,000 令和6年度に給付した定額減税しきれないと見込まれる方への 地方創生臨時交付金を活用
国庫補助金 給付金（定額減税補足給付金）について、令和6年分所得税額 一部職員費にて計上

450,000 の確定などに伴い不足が生じる方に対して、本来給付すべき額
と当初給付額との間に生じた差額を支給

備　　　　　　　考

民 生 費

事　　　　　　　業　　　　　　　名 事業費
左の財源内訳

事　　　　業　　　　内　　　　容

対象者
収入が著しく減少し、家計改善のため、転居により家賃負担等を軽
減する必要がある生活困窮者であって、支給要件を満たす者

転居先の住宅扶助額に3を乗じて得た額（実費が支給額を下回る場
合は実費相当）支給額

対象経費
転居先への家財の運搬費用、転居先の住宅に係る初期費用（礼
金、仲介手数料、保証料、保険料）

①「不足額給付時における給付所要額」－「当初給付時における給付所要額」
②4万円（最大）

令和7年1月1日時点で帯広市に居住する下記の者
①令和6年分所得税額及び定額減税の実績等が確定したのちに、本来給付すべき額と
　 当初給付額との間で差額が生じた者
②個別に書類の提示（申請）により、給付要件を確認して給付する必要がある者

対象者

給付額
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主　要　事　業
（単位：千円）

特定財源 一般財源

障害者理解促進事業（拡充） 5,000 5,000 手話言語条例制定10周年を契機として障害者理解の促進を目
基金繰入金 的としたイベントを開催

5,000 　・開催時期 令和7年11月下旬予定
　・会場 よつ葉アリーナ十勝
　・実施内容 障害者理解促進のための講演会及び障害のあ

る方の視点に立ってコミュニケーションを行う体
験型イベントの実施、手話周知用パンフレットの
作成　等

障害福祉施設等物価高騰対策支援事業（新規） 623 623 北海道が実施する物価高対策支援事業の対象外となった地域 地方創生臨時交付金を活用
国庫補助金 活動支援センター等の食材料費及び光熱水費に対する支援

623 　・対象施設 10施設・事業者
地域活動支援センター 8施設
障害福祉関連施設 1施設
福祉有償運送事業者 1事業者

地域子育て相談機関整備事業（新規） 1,422 948 474 全ての妊産婦、子育て世帯の不安解消や状況把握の機会を増
国庫補助金 やすため、未就学児を対象とする地域子育て支援センターに地

474 域子育て相談機関を併設
道補助金 　・設置場所 地域子育て支援センター 6所

474

保育施設物価高騰対策支援事業（新規） 575 575 北海道が実施する物価高対策支援事業の対象外となった保育 地方創生臨時交付金を活用
国庫補助金 施設の食材料費及び光熱水費に対する支援

575 　・対象施設 5施設
小規模保育施設 4施設
事業所内保育施設 1施設

備　　　　　　　考事　　　　　　　業　　　　　　　名 事業費
左の財源内訳

事　　　　業　　　　内　　　　容
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主　要　事　業
（単位：千円）

特定財源 一般財源

副食費支援事業（新規） 10,181 10,181 保育所・幼稚園等における副食費の値上げに係る保護者負担 地方創生臨時交付金を活用
国庫補助金 を軽減

10,181 　・対象 保育所・幼稚園等の3～5歳児クラスの児童
　・補助上限 月額300円

児童保育センター運営事業（拡充） 24,094 14,071 10,023 待機児童の解消に向けたクラブの追加開設 令和6年度2月補正予算で債務
負担金 　・花園児童保育センター、つつじが丘児童保育センター 負担行為限度額変更

1,437 事業費総額　873,402千円
国庫補助金

6,317
道補助金

6,317

公立保育所民間移管事業 21,895 21,895 令和8年4月に民間移管する豊成保育所の円滑な移管に向けた 移管先法人　
基金繰入金 準備経費 社会福祉法人 温真会

21,895 　・引継ぎ保育に係る保育士の人件費に対する支援　4人分
　・施設整備　等

備　　　　　　　考事　　　　　　　業　　　　　　　名 事業費
左の財源内訳

事　　　　業　　　　内　　　　容
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主　要　事　業
（単位：千円）

特定財源 一般財源

骨髄バンクドナー助成事業（新規） 200 100 100 骨髄バンク事業における骨髄等の提供者に対し、助成金を交付 令和7年度に限り、1年間の遡及
道補助金 　・対象 骨髄バンク事業において骨髄等の提供に関する 適用（令和6年4月以降提供者を

100 最終同意書に署名した者 対象とする）
　・支給額 通院等の日数1日あたり1万円

（通算10日を上限とする）

産後ケア事業 4,648 3,486 1,162 産後うつを予防し、安心して子育てができる環境づくりのため、 一部職員費にて計上
国庫補助金 産後ケア事業の利用期間や利用方法等を変更

2,324
道補助金

1,162

ピロリ菌尿中抗体検査事業（見直し） 1,844 922 922 中学生を対象に実施しているピロリ菌尿中抗体検査事業の受検 令和7年度は移行年度として、
基金繰入金 率向上に向けた見直しを実施 2学年で実施

922 　・見直し内容
　　対象を中学3年生から中学2年生に移行
　　学校健診と同時実施

HPVワクチンキャッチアップ接種事業 14,846 14,846 接種機会を逃した方に対し、令和4年度から時限的に実施して
いるキャッチアップ接種の延長
　・対象者　 　 平成9年度～平成20年度生まれの女子

　・期間　 令和8年3月31日まで

事　　　　　　　業　　　　　　　名 事業費
左の財源内訳

事　　　　業　　　　内　　　　容 備　　　　　　　考

衛 生 費

（令和6年度末までに1回以上接種を受けている方）

＜現行＞ ＜令和7年4月以降＞

対象者
産後の体調や育児に不安を感じて
おり、家族等から支援を十分に受
けられない産婦及びその乳児

対象者 産後ケアを必要とする者

利用期間 産後4ヶ月未満（上限4回） 利用期間 産後6ヶ月未満（上限4回）

利用方法
利用ごとに保健師による面談、申
請

利用方法
初回及び医療機関等を変更する際
に保健師による面談、申請
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主　要　事　業
（単位：千円）

特定財源 一般財源

帯状疱疹ワクチン接種事業（新規） 42,440 42,440 帯状疱疹ワクチンの定期接種の実施
　・対象者　 　 65歳の方

60歳～64歳でヒト免疫不全ウイルスによる免疫
の機能の障害を有する方

　・接種時期　 令和7年4月から
　・経過措置 5年間は、70歳、75歳、80歳、85歳、90歳、

95歳、100歳の方も対象
（101歳以上の方は令和7年度に限り対象）

　・自己負担 乾燥弱毒生水痘ワクチン　　　　 4,400円
乾燥組換え帯状疱疹ワクチン　11,000円

新型コロナウイルスワクチン接種事業 72,838 72,838 新型コロナウイルスワクチンの定期接種の実施
　・対象者　 　 65歳以上の方

60歳～64歳で一定の障害のある方
　・接種時期　 10月から3月
　・自己負担 4,600円

国立公園保全対策事業 700 400 300 日高山脈襟裳十勝国立公園の自然環境の保全を図るため、環
基金繰入金 境保全に関する情報発信や普及啓発を実施

400 　・実行委員会　　自然体験事業の実施、パネル展の開催　等
　・帯広市　　 　　 十勝幌尻岳登山口への啓発看板の設置　等

事　　　　業　　　　内　　　　容事　　　　　　　業　　　　　　　名 事業費
左の財源内訳

備　　　　　　　考
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主　要　事　業
（単位：千円）

特定財源 一般財源

新エネルギー導入促進事業（拡充） 8,800 8,800 ゼロカーボンの推進に向け、市民や事業者の省エネ・再エネ設 事業費総額　38,700千円
基金繰入金 備の導入を促進するため、補助金額等を拡充

8,800

ごみ収集車両整備事業（新規） ごみ収集車両の更新 債務負担行為設定
（令和7～13年度）
限度額　23,000千円
北海道市町村備荒資金組合譲
渡事業を活用

新中間処理施設整備費分担金 566,672 378,300 188,372 十勝管内19市町村の一般廃棄物の共同処理を行うため、新た 全体事業費　1,242,981千円
市債 な中間処理施設を整備 （令和7年度　組合事業費）

378,300 　・事業実施主体　　十勝圏複合事務組合
　・市分担率　　　　　 55.55％
　・実施内容　　　　　実施設計、建設工事　等

事　　　　　　　業　　　　　　　名 事業費
左の財源内訳

事　　　　業　　　　内　　　　容 備　　　　　　　考

（ 債 務 負 担 行 為 設 定 ）

区分 補助率 上限額 件数 対象者

4kW以下 1/10 50千円

4.01～9.99kW

1/10 100千円 100件⇒150件

見直し 1/10 30千円
230件⇒160件

※入替のみを対象とする

拡充 1/2 100千円 5件⇒10件

継続 1/10 60千円 5件

エコキュート・エコジョーズ

エコジョーズ＋ガスコージェネ

エコジョーズ＋家庭用燃料電池

木質ペレットストーブ

V2H充放電設備

太陽光発電システム

補助対象機器

4kWを超えた容量1kW当たり
10千円を上乗せ

（10kW未満を要件とする）

定置型蓄電池

市民
⇒市民・事業者

市民1/10 110千円 20件

200件程度

継続

拡充
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主　要　事　業
（単位：千円）

特定財源 一般財源

奨学金返済支援制度促進事業（新規） 3,600 3,600 市内企業の人材確保と若者等の就職・定着を促進するため、新
規採用者の奨学金返済を支援する市内企業に対し支援額の一
部を補助
　・補助率　 　　1/2
　・補助上限　　年12万円/人（最長5年)　
　　　　　　　　　 年2名/社年2名/社

備　　　　　　　考

労 働 費

事　　　　　　　業　　　　　　　名 事業費
左の財源内訳

事　　　　業　　　　内　　　　容
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主　要　事　業
（単位：千円）

特定財源 一般財源

旧上帯広中学校用地売払事業（新規） 598 598 旧上帯広中学校用地の売払
　・売払面積 33,441.19㎡
　・アスベスト含有調査

消防団詰所・農業センター複合化施設
整備事業

川西第2分団詰所・上帯広農業センター複 44,487 38,859 5,628 川西第2分団詰所と上帯広農業センターの複合化施設整備に伴
合化施設整備事業 基金繰入金 う既存施設の解体

259 　・旧川西第2分団詰所、旧上帯広農業センター
市債

38,600

大正第2分団詰所・愛国農業センター複合 349,192 343,989 5,203 老朽化に伴う大正第2分団詰所と愛国農業センターの複合化施
化施設整備事業 基金繰入金 設の整備

18,089 　・複合化施設建設工事
市債 　・解体工事実施設計（大正第2分団詰所）

325,900 　・アスベスト含有調査（大正第2分団詰所）

黒毛和牛生産振興事業 2,765 2,765 肉用牛の生産振興のため、第13回全国和牛能力共進会の開催
基金繰入金 に向けた支援

2,765 　・開催日 令和9年8月26日～30日
　・開催場所 北海道畜産公社十勝工場　他

八千代公共育成牧場整備事業

草地更新事業 6,930 6,930 自給飼料の増産及び質の向上のため、老朽採草地を更新
基金繰入金 　・更新面積 15.94ha

6,930

事　　　　業　　　　内　　　　容 備　　　　　　　考

農 林 水 産 業 費

事　　　　　　　業　　　　　　　名 事業費
左の財源内訳
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主　要　事　業
（単位：千円）

特定財源 一般財源

農業機械更新事業 6,755 6,755 安定的な牧場運営のため、老朽化した農業機械を更新 一部債務負担行為設定
基金繰入金 　・導入機械 フロントモアコンディショナー、トラクター、 （令和7～11年度）

6,755 ロールベーラー 限度額　35,300千円
北海道市町村備荒資金組合譲
渡事業を活用

多面的機能支払推進事業（拡充） 14,244 10,683 3,561 地域共同による農地、農業用水等の資源の保全管理、農村環 事業費総額　246,112千円
道補助金 境の保全向上の取り組みに対する支援

10,683 　・地域活動組織数の増
　　　豊西地区

農道改良事業 104,510 99,200 5,310 農道改良工事
道補助金 　・上清川町西1線36～37号間　L=550m、W=5.0m

52,000
市債

47,200

道営水利施設等保全高度化事業 296,352 243,560 52,792 担い手の育成・支援と生産性・収益性の向上を図るため、農業 全体事業費　2,066,030千円
道補助金 基盤整備を実施 （道営事業全体分）

141,808 一部令和6年度2月補正予算で
基金繰入金 計上・繰越明許費設定

9,552 48,000千円
市債

92,200

備　　　　　　　考事　　　　　　　業　　　　　　　名 事業費
左の財源内訳

事　　　　業　　　　内　　　　容

実施地区 事業内容等

大正南2地区 区画整理、畑地かんがい（畑地散水型）

川西中央2-1地区 区画整理、畑地かんがい（支線、畑地散水型、新設型）

川西中央2-2地区 区画整理、畑地かんがい（支線、畑地散水型）

大正中島2地区 区画整理、明渠、畑地かんがい（畑地散水型）

帯広かわにし1地区 畑地かんがい（支線）

帯広かわにし2地区 畑地かんがい（支線）

19



主　要　事　業
（単位：千円）

特定財源 一般財源

森林整備促進事業 40,294 40,294 国の温室効果ガス排出削減目標の達成や災害防止等のため、 一部職員費にて計上
基金繰入金 森林環境譲与税を活用し、森林整備及び担い手確保等を支援

40,294 　・私有林整備に対する補助
　・高性能林業機械の購入費に対する補助
　・地域材を使用した木製品の児童利用施設への設置　等

市有林造成事業 58,365 54,361 4,004 第13次帯広市森林施業計画（令和3～7年度）に基づく整備
道補助金 　・新植、下刈、地拵、間伐、受光伐、補植　等

27,061
市債

27,300

市有林収穫事業 10,568 29,903 △ 19,335 第13次帯広市森林施業計画（令和3～7年度）に基づく間伐材等
財産売払収入 の売払

29,903 　・皆伐売払、素材売払

林業専用道開設事業 20,000 20,000 主伐・間伐などの適正な森林整備の実施のため、林業専用道
道補助金 （規格相当）を開設

20,000 　・石山支線 L=500m、W=3.0m

林道施設長寿命化事業 19,844 16,220 3,624 老朽化した林道橋梁の長寿命化
道補助金 　・補修設計 岩内橋、芳野沢橋、紅葉橋

10,120 　・健全度調査 7橋
市債

6,100

備　　　　　　　考事　　　　　　　業　　　　　　　名 事業費
左の財源内訳

事　　　　業　　　　内　　　　容
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主　要　事　業
（単位：千円）

特定財源 一般財源

十勝･イノベーション･エコシステム推進事業 地域の創業・起業を目指す人材に対し、産官学金が連携した支
援体制を整備することにより、持続的な事業創出を実現するた
めの仕組みを構築

フードバレーとかち人材育成事業 5,157 5,157 帯広畜産大学との共同事業として、食・農畜産業分野での新製
品開発や販路拡大などの実践的な講義や実習を行うことによ
り、地域の経済発展に寄与する人材を育成

とかち･イノベーション･プログラム(拡充) 10,000 10,000 十勝地域で新たな事業創発・起業を目指す人材が、地域外の
基金繰入金 革新的な事業者などから新事業着想の刺激を受け、新事業の

10,000 構想を練り上げるプログラムに加え、事業化や規模拡大に向け
た専門家による伴走支援

十勝ドリームマップ会議 5,300 5,300 事業創発へのモチベーションを向上させ、新たな人脈形成につ
基金繰入金 なげるため、十勝の起業家人材と地域内外のイノベーターによ

5,300 る交流イベントを開催

総合コーディネート機能整備事業 15,000 15,000 十勝・イノベーション・エコシステムを推進するため、とかち財団
に起業希望者の総合的なコーディネートワンストップ窓口となる
コーディネーターを配置

事業創発拠点事業 11,945 11,945 創業・起業、事業創発を目指す地域の人材や支援者等が集い、
基金繰入金 新たなチャレンジに向けた情報交換や勉強会等を行うことがで

11,945 きる拠点「ＬＡＮＤ」の管理・運営

備　　　　　　　考

商 工 費

事　　　　　　　業　　　　　　　名 事業費
左の財源内訳

事　　　　業　　　　内　　　　容
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主　要　事　業
（単位：千円）

特定財源 一般財源

フードバレーとかち構想推進事業 8,717 8,717 乳の価値向上の推進
基金繰入金 　・十勝ヨーグルトプロジェクトの拡大

8,717 　・新規乳製品事業との連携

産業振興支援コーディネート
　・包括連携企業や管内外企業と連携した新商品開発・販路拡
    大

幅広い世代が新たな知識やスキルを身に付けられる環境づくり
を促進するため、学び直しを支える環境づくり事業を支援
　・実施主体　　一般社団法人　北海道熱中開拓機構

首都圏等の十勝ファンの知見を地域に取り込み、地元企業の取 フードバレーとかちプロモーショ
り組みや市の施策等に活かす仕組みの構築 ン事業で負担
　・ファンミーティング等を通じた新たな十勝ファンの掘り起こし
　・十勝ファンが参加できる地元企業等によるプロジェクトの実施
　・ファンクラブの運営、ホームページの充実

まちなか催事支援事業(新規) 2,000 2,000 第4期中心市街地活性化基本計画に基づき、まちなかで行われ
る多様なイベント等を支援
　・補助対象者　　　まちなかでイベント等を行う個人・法人等
　・上限額　　　　　　20万円/1件（最大10件）

アイヌ伝統舞踊観光コンテンツ化事業 10,000 10,000 アイヌ舞踊の更なる認知向上と、自主運営に向けた公演開催等
国庫補助金 による収益事業化を支援

8,000 　・実施内容 　　　常設舞台での舞踊披露
基金繰入金 　　　　　　　　　　　アイヌ活動の宣伝・PR

2,000 　　　　　　　　　　　ガイドの育成

備　　　　　　　考事　　　　　　　業　　　　　　　名 事業費
左の財源内訳

事　　　　業　　　　内　　　　容
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主　要　事　業
（単位：千円）

特定財源 一般財源

アドベンチャーツーリズム推進事業

広域観光周遊促進事業（十勝地域連携事 1,500 1,500 観光誘客のため、十勝管内自治体と連携し、アドベンチャーツー 全体事業費　6,000千円
業） 基金繰入金 リズム推進に向けたツアー造成等を実施 国庫支出金 2,400千円

1,500 　・参画自治体　　帯広市、芽室町、大樹町、広尾町 道支出金 1,800千円
帯広市 1,500千円
他参加自治体 300千円

受入体制整備事業 1,000 1,000 観光誘客のため、アドベンチャーツーリズム推進に向けた受入
基金繰入金 体制を整備

1,000 　・実施内容 　　 北海道知事認定アウトドアガイド資格取得
　　 に関する受講費の助成　等

サイクルツーリズム推進事業 2,865 2,865 観光誘客のため、サイクルツーリズム推進に向けたイベントや
PR広告を実施

宿泊税徴収支援事業(新規) 10,000 10,000 宿泊税導入に向け、税徴収に係る事務負担の軽減及び円滑な 総務費にて計上
基金繰入金 徴収を目的とし、宿泊事業者（特別徴収義務者）のシステム改

10,000 修等の経費を補助

インバウンド受入体制整備事業(新規) 6,000 3,000 3,000 中心市街地におけるインバウンド受入体制の整備に向けた実
道補助金 態調査と多言語パンフレットの作成

3,000

事　　　　　　　業　　　　　　　名 事業費
左の財源内訳

備　　　　　　　考事　　　　業　　　　内　　　　容
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主　要　事　業
（単位：千円）

特定財源 一般財源

空港整備事業 399,900 399,900 ・滑走路端安全区域整備工事 一部令和6年度2月補正予算で
国庫補助金 ・車両基地更新工事 債務負担行為設定

172,600 258,900千円
道補助金

4,350
基金繰入金

39,650
市債

183,300

朝陽市国際友好都市締結25周年事業 7,997 7,997 朝陽市との国際友好都市締結25周年記念事業として、訪問団
基金繰入金 の相互派遣交流を実施

6,997 　・派遣事業
雑入 　　令和7年10月上旬～下旬(6泊7日間程度)　16人程度

1,000 　・受入事業
　　令和7年10月上旬～下旬(6泊7日間程度)　16人程度

マディソン市国際姉妹都市締結20周年事業 9,702 9,702 マディソン市との国際姉妹都市締結20周年記念事業として、訪
基金繰入金 問団の相互派遣交流を実施

8,702 　・派遣事業
雑入 　　令和7年11月中旬～下旬(5泊6日間程度)　13人程度

1,000 　・受入事業
　　令和8年1月下旬～2月上旬(3泊4日間程度)　13人程度

事　　　　　　　業　　　　　　　名 事業費
左の財源内訳

備　　　　　　　考事　　　　業　　　　内　　　　容
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主　要　事　業
（単位：千円）

特定財源 一般財源

除雪機械整備事業 107,694 106,400 1,294 除雪用車両の更新
市債 　・除雪トラック 1台

106,400 　・グレーダー 1台

特殊舗装整備事業 311,500 280,300 31,200 特殊舗装打替工事
市債

280,300

一部令和6年度2月補正予算で
債務負担行為設定　
109,000千円

オーバーレイ工事

道路側溝整備事業 33,400 33,400 側溝整備工事（雨水管の埋設、雨水桝新設）
市債

33,400

事　　　　業　　　　内　　　　容 備　　　　　　　考

土 木 費

事　　　　　　　業　　　　　　　名 事業費
左の財源内訳

路　線　名　等 施　　工　　区　　間 事　業　内　容　等

緑ヶ丘・17号線 緑ヶ丘2条通5丁目 L=95m

道路側溝改良調査設計

路　線　名　等 施　　工　　区　　間 事　業　内　容　等

水光園東・12号線 東13条南3丁目 L=144.1m、W=4.5m

西4・5号国道北1線間・8号線 西13条北3丁目 L=174.9m、W=4.6m

西16南6・19号線 西16条南6丁目 L=43.1m、W=5.1m

西20南4・36号線 西20条南4丁目 L=131.4m、W=4.0m

西20南4・11号線 西20条南4丁目 L=98.9m、W=4.0

豊成西・8号線 西5条南36～38丁目 L=369.3m、W=5.0m

水光園東・14号線 東13条南3丁目 L=146.3m、W=5.3m

西13・15条北8丁目・2号線 西13～15条北8丁目 L=295.5m、W=4.1m

西16南5・19号線 西16条南5丁目 L=200.0m、W=4.6m

稲田町東・33号線 西6条南39丁目 L=65.9m、W=6.0m

ヌップク・1号線 大正町基線 L=91.8m、W=4.0m

八千代・広野西1線線 広野町西1線 L=130.0m、W=3.0m
白樺16条・24号線 白樺16条西2丁目 L=250.0m、W=6.5m

路　線　名　等 施　　工　　区　　間 事　業　内　容　等

旧広尾道路甲線 愛国町東1線 L=550.0m、W=6.5m

富士・豊西西5線線 豊西町西5線 L=335.0m、W=6.0m
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主　要　事　業
（単位：千円）

特定財源 一般財源

道路ストック修繕事業

道路舗装補修 47,700 45,620 2,080 道路舗装の計画的な補修
国庫補助金

28,320
市債

17,300

道路標識点検 15,405 9,242 6,163 近接目視・打音検査による道路標識の点検
国庫補助金 　 　・点検内容　部材の腐食、亀裂、ボルトの緩み、基礎の腐食等

9,242 　・点検箇所　大型標識 224基、門型標識 9基

道路照明整備事業 225,500 225,500 道路照明灯の一部をLED灯に更新
市債 　・更新対象 無電極放電灯　602灯

225,500

道路新設改良事業 861,359 821,693 39,666
国庫補助金

240,429
雑入

2,564
市債

578,700

一部令和6年度2月補正予算で
債務負担行為設定
43,900千円
一部令和6年度2月補正予算で
計上・繰越明許費設定
340,285千円

備　　　　　　　考事　　　　　　　業　　　　　　　名 事業費
左の財源内訳

事　　　　業　　　　内　　　　容

路　線　名　等 施　　工　　区　　間 事　業　内　容　等

大和通線 西17条南1丁目 L=123m、W=14m

川西・稲田西2線線 稲田町西2線～川西町西2線 L=310m、W=12.5m、境界杭、用地

別府・空港南町西9号線 空港南町南13線 L=41m、W=8.5m

西21南2・4号線 西21条南2丁目 L=83m、W=12m

西8号南線 西18条南3丁目 実施設計

西6条南丙線 西6条南15丁目 L=9m（擁壁工）

中島・2号線外 西22～23条北4丁目 実施設計

泉8号・以平西10線線 以平西10線 L=700m、W=5.5m

泉・以平西8線線 以平町西8線 L=650m、W=5.5m

農村地区環境整備 川西地区、大正地区

市道現況測量調査

路　線　名　等 施　　工　　区　　間 事　業　内　容　等

西5条南線 西5条南36丁目 舗装補修L=76m×2車線

西6号南甲線 西16条南4丁目 舗装補修L=280m×2車線
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主　要　事　業
（単位：千円）

特定財源 一般財源

橋梁長寿命化事業 354,360 339,616 14,744
国庫補助金

207,216
市債

132,400

交通安全施設整備事業 30,900 27,800 3,100 歩道の再整備
市債

27,800
令和6年度2月補正予算で債務
負担行為設定

都市計画制度推進事業

緑ヶ丘公園エリアビジョン推進事業 2,122 2,122 緑ヶ丘公園エリアの魅力向上に向けた具体的な取り組みを 一部教育費にて計上
市民や事業者とともに検討するため、有識者による勉強会を
開催するほか、児童会館及び百年記念館のあり方検討に向
けた視察等を実施

立地適正化計画策定事業（新規） 10,000 10,000 立地適正化計画の策定に向け、長期的な視点で居住や都市
国庫補助金 機能を誘導・集約するための現状分析や調査を実施

5,000
基金繰入金

5,000

備　　　　　　　考事　　　　　　　業　　　　　　　名 事業費
左の財源内訳

事　　　　業　　　　内　　　　容

路　線　名　等 施　　工　　区　　間 事　業　内　容　等

中駒橋 西15条南15丁目 L=20.30m、W=11.70m

新開歩道橋 西20条南4丁目 L=35.20m、W=6.00m

広陽橋 西19条南3丁目 L=19.00m、W=3.10m

別府橋 別府町南18線 L=15.60m、W=7.80m

第一岩内橋 岩内町2線 L=40.70m、W=4.70m

流麗1号橋 基松町東1線 L=5.04m、W=8.02m

西帯広駅横断歩道橋 西23条南1丁目 L=62.29m、W=2.00m

補修詳細設計 3橋

橋梁点検 85橋

耐震補強設計 3橋

路　線　名　等 施　　工　　区　　間 事　業　内　容　等

南21丁目西甲線 西2～4条南21丁目 L=270m
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主　要　事　業
（単位：千円）

特定財源 一般財源

公園管理運営事業

十勝池浄化対策（新規） 2,498 2,498 十勝池のアオコ発生を抑止するため、新たな浄化対策資材の
投入による池水の浄化を試験的に実施

グリーンパークカラス対策（新規） 600 600 カラスによるグリーンパーク芝生の掘り起こし被害を防止する
ため、捕食の原因となる地中のコガネムシ幼虫の発生を抑制
するための防除策を試験的に実施

街路整備事業 253,882 242,900 10,982
国庫補助金

144,000
市債

98,900

中島緑地整備事業 91,487 86,012 5,475 中島地区エコタウン整備エリアにおける緑地整備
国庫補助金

37,812
市債

48,200

事　　　　　　　業　　　　　　　名 事業費
左の財源内訳

事　　　　業　　　　内　　　　容 備　　　　　　　考

路　線　名　等 施　　工　　区　　間 事　業　内　容　等

青柳通 西8条南32丁目～西9条南32丁目 L=83m、L=64m（擁壁・副道）、補償

18条通 西18条南3丁目～西19条南3丁目 L=28m（擁壁工）

公　　園　　名 施　　工　　場　　所 事　業　内　容　等

中島緑地 西21条～西22条北4丁目 用地取得、実施設計
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主　要　事　業
（単位：千円）

特定財源 一般財源

既存公園整備事業 212,837 199,662 13,175 園路の段差解消や多目的トイレ設置等の公園バリアフリー化、
国庫補助金 及び公園施設長寿命化計画に基づく整備

81,262
市債

118,400

公園施設長寿命化計画の見直し
公園灯の一部をLED灯に更新

帯広の森利活用促進事業 2,998 2,998 乳児及び親世代に向けて帯広の森の魅力を伝えるため、帯広 木製玩具の配布は令和8年4月
の森の間伐材を活用し乳児を対象とした木製玩具を製造する 以降
ほか、有識者を招聘し勉強会やイベントを実施

帯広の森整備事業 47,500 45,150 2,350 帯広の森の利活用のための整備
国庫補助金 　・西11～13号間の園路整備L=480m及び実施設計

23,750
市債

21,400

備　　　　　　　考事　　　　　　　業　　　　　　　名 事業費
左の財源内訳

事　　　　業　　　　内　　　　容

公　　園　　名 施　　工　　場　　所 事　業　内　容　等

あおぞら第2児童公園 西22条南2丁目 バリアフリー化、遊具更新

6号栄児童公園 西16条北2丁目 バリアフリー化、遊具更新

くるみ児童公園 大通南28丁目 遊具更新

緑栄児童公園 緑ヶ丘1条通2丁目 遊具更新

きぼう第2児童公園 西20条南5丁目 遊具更新

和光児童公園 西16条南4丁目 遊具更新

ひばり児童公園 東1条南8丁目 遊具更新

緑ヶ丘公園 ほか 字緑ヶ丘2 ほか バリアフリー化実施設計

河南公園 ほか 西3条南4丁目 ほか 遊具更新実施設計
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主　要　事　業
（単位：千円）

特定財源 一般財源

公営住宅整備事業 1,259,658 1,256,671 2,987
国庫補助金

535,219
基金繰入金

6,652
市債

714,800

事　　　　　　　業　　　　　　　名 事業費
左の財源内訳

事　　　　業　　　　内　　　　容 備　　　　　　　考

団　　地　　名　　等 施　　工　　場　　所 事　業　内　容　等

市営住宅建替

 ・大空団地4街区 大空町9丁目 建設工事（5階建、1棟35戸）

　　（ヒルズ2号棟） （令和6～7年度・継続費2年目）

除却（丘　6号棟）

ストック総合改善

 ・北郊団地 西14条南1丁目 手すり・緊急通報装置設置等

 ・若葉団地 西17条南6丁目 エレベーター改修
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主　要　事　業
（単位：千円）

特定財源 一般財源

消防車両整備事業 98 98 原因調査車の更新 組合による債務負担行為
　・事業実施主体　　とかち広域消防事務組合 （令和7～11年度）
　・配置場所　　　　　消防局 北海道市町村備荒資金組合譲

渡事業を活用

51 51 高規格救急自動車の更新 寄附受納
　・配置場所　　　　　森の里出張所

高機能消防指令システム・消防救急デジタル 130,096 129,200 896 指令システム及びデジタル無線機器の更新 全体事業費　703,473千円
無線機器更新事業 市債 　・事業実施主体　とかち広域消防事務組合 （令和7年度 組合事業費）

129,200

消防団詰所・農業センター複合化施設
整備事業（再掲）

川西第2分団詰所・上帯広農業センター複 44,487 38,859 5,628 川西第2分団詰所と上帯広農業センターの複合化施設整備に
合化施設整備事業 基金繰入金 伴う既存施設の解体

259 　・旧川西第2分団詰所、旧上帯広農業センター
市債

38,600

大正第2分団詰所・愛国農業センター複合 349,192 343,989 5,203 老朽化に伴う大正第2分団詰所と愛国農業センターの複合化
化施設整備事業 基金繰入金 施設の整備

18,089 　・複合化施設建設工事
市債 　・解体工事実施設計（大正第2分団詰所）

325,900 　・アスベスト含有調査（大正第2分団詰所）

備　　　　　　　考

消 防 費

事　　　　　　　業　　　　　　　名 事業費
左の財源内訳

事　　　　業　　　　内　　　　容
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主　要　事　業
（単位：千円）

特定財源 一般財源

部活動指導員配置事業（拡充） 4,500 3,000 1,500 教職員の負担軽減などを目的に、部活動指導員を配置 事業費総額　5,400千円
道補助金 　・配置数　　　　 　　3校5名 職員費にて計上

3,000 　・勤務時間　　  　　週10時間（年500時間）

学校保健事業（見直し） 1,993 308 1,685 永久歯のむし歯予防として行うフッ化物洗口（フッ化ナトリウム水
国庫補助金 溶液によるうがい）の全小学校での実施に向けた、実施方法の

308 見直し
　・見直し内容
　　希釈済みの洗口液を各校へ配布

就学援助費等支給事業（拡充） 71 34 37 特別支援教育就学奨励費の新入学学用品費の支給単価を引き 事業費総額　197,128千円
国庫補助金 上げ

34 　・新入学学用品費
　　小学校              25,555円 ⇒ 28,530円
　　中学校              30,940円 ⇒ 31,500円

学校施設長寿命化改修事業

南町中学校整備事業 886,703 784,792 101,911 帯広市学校施設長寿命化計画に基づく南町中学校の改修及び 継続費設定（令和7～10年度）
国庫補助金 生徒数の増加に対応した増築棟の整備 事業費総額　4,524,935千円

163,292 　・整備内容
基金繰入金 　　　体育館の長寿命化改修、増築棟の整備及び仮設校舎の

50,000 　　　建設
市債

571,500

個別改修事業 81,010 81,010 市内の各学校における劣化状況が著しい部位についての改修
基金繰入金 　・体育館の屋上防水改修（東小・稲田小）

24,910 　・受変電設備の更新（花園小・開西小・大正小）
市債

56,100

備　　　　　　　考

教 育 費

事　　　　　　　業　　　　　　　名 事業費
左の財源内訳

事　　　　業　　　　内　　　　容

32



主　要　事　業
（単位：千円）

特定財源 一般財源

学校環境整備事業

体育館等照明更新事業 79,474 79,474 体育館照明及びプール照明のLED化を実施
基金繰入金 　・令和7年度実施校 小学校　14校　　中学校　6校

7,974 光南小・啓西小・豊成小プール
市債

71,500

学校施設空調整備事業 956,381 956,271 110 健康で安全な教育環境の確保のため、エアコンを設置 令和6年度2月補正予算で計上・
国庫補助金 　・設置場所 繰越明許費設定

171,971 　　中学校12校の普通教室、職員室、校長室、使用頻度の高い
市債 　　特別教室

784,300

大会派遣補助事業

文化系大会派遣支援事業 1,776 888 888 保護者負担の軽減等を図るため、児童・生徒等を全道・全国大
基金繰入金 会等に派遣する補助単価を引き上げ

888

体育系大会派遣支援事業 10,956 5,478 5,478
基金繰入金

5,478

文化活動団体・指導者育成事業 2,292 1,146 1,146
基金繰入金

1,146

備　　　　　　　考事　　　　　　　業　　　　　　　名 事業費
左の財源内訳

事　　　　業　　　　内　　　　容

区分 設置教室数

普通教室 149教室

職員室 12教室

校長室 12教室

特別教室 21教室
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主　要　事　業
（単位：千円）

特定財源 一般財源

スポーツ大会派遣支援事業 12,700 6,350 6,350
基金繰入金

6,350

ICT教育環境整備事業 245,867 162,763 83,104 GIGAスクール構想に基づき整備した「一人一台端末」の更新
道補助金 　・児童生徒用端末　　　4,228台

162,763 　・予備機端末　　　　　　　211台

とかちプラザ施設整備事業

中央監視装置更新事業 74,644 74,644 老朽化した中央監視装置等の更新 継続費設定（令和7～8年度）
基金繰入金 事業費総額　156,256千円

18,744
市債

55,900

レインボーホール舞台吊物機構改修事業 63,113 62,106 1,007 老朽化したレインボーホール舞台吊物機構の改修
基金繰入金

15,606
市債

46,500

文化施設整備事業 老朽化した市民文化ホールの温水ボイラーを更新 債務負担行為設定
（令和7～8年度）
限度額　43,400千円

備　　　　　　　考

（ 債 務 負 担 行 為 設 定 ）

事　　　　　　　業　　　　　　　名 事業費
左の財源内訳

事　　　　業　　　　内　　　　容
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主　要　事　業
（単位：千円）

特定財源 一般財源

図書館施設整備事業 71,250 71,250 老朽化した空調自動制御装置の更新
基金繰入金

17,850
市債

53,400

児童会館施設整備事業 12,778 12,778 部品の入手が困難となっている蛍光管照明等のLED化の実施
基金繰入金 及び既存展示品の修繕

8,378
市債

4,400

動物園魅力アップ事業

馬ふれあい舎整備事業 5,440 5,440 十勝らしい家畜の展示とふれあい体験の充実のため、馬ふれ
基金繰入金 あい舎に道産子2頭を導入

5,440

東エリアこども広場休憩施設整備事業 57,855 57,855 東エリアにおいて、乳幼児連れ親子に配慮した休憩施設を確
基金繰入金 保するため、東エリアこども広場休憩施設を整備

20,655 　・実施内容 建設工事
市債 　・整備予定　 休憩所（授乳室、休憩スペース等）、外構

37,200

備　　　　　　　考事　　　　　　　業　　　　　　　名 事業費
左の財源内訳

事　　　　業　　　　内　　　　容
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主　要　事　業
（単位：千円）

特定財源 一般財源

動物園基盤整備事業

園路整備事業 23,160 23,160 入園者が安全かつ快適に過ごすことのできる施設の整備 土木費にて計上
国庫補助金 　・園路整備 L=260ｍ

10,960
基金繰入金

2,400
市債

9,800

照明器具LED化事業 6,064 6,064 部品の入手が困難となっている水銀灯等のLED化を実施
基金繰入金

664
市債

5,400

2025フードバレーとかちマラソン開催事業 13,874 9,274 4,600 市民へのスポーツ機会の提供をはじめ、スポーツを通じた多様
基金繰入金 な交流を促進することを目的としたマラソン大会の開催

2,874 　・開催時期 令和7年10月下旬～11月上旬予定
雑入 　・参加人数 約6,000人

6,400

総合型地域スポーツクラブ育成事業（拡充） 200 200 新規スポーツクラブ立ち上げに対する運営費補助 事業費総額　400千円
　・クラブ数　　　　　　　　 7クラブ⇒8クラブ
　・新規クラブ活動拠点　よつ葉アリーナ十勝等
　・補助額　　　　　　　　　 200千円（1年目）　

事　　　　　　　業　　　　　　　名 事業費
左の財源内訳

事　　　　業　　　　内　　　　容 備　　　　　　　考
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主　要　事　業
（単位：千円）

特定財源 一般財源

社会体育施設整備事業

帯広の森陸上競技場整備事業（新規） 7,658 7,658 老朽化に伴う陸上競技場の大規模改修工事を実施
基金繰入金 　・実施設計

858
市債

6,800

帯広の森屋内スピードスケート場照明器具 146,960 146,960 部品の入手が困難となっているメタルハライドランプ等のLED化 継続費設定（令和7～8年度）
LED化事業 基金繰入金 を実施 事業費総額　267,686千円

14,760
市債

132,200

学校給食事業 50,196 50,196 食材価格の高騰に伴う、学校給食の賄材料費の増 事業費総額　746,036千円
国庫補助金 　・保護者負担を増やすことなく学校給食を提供 地方創生臨時交付金を活用

50,196

備　　　　　　　考事　　　　　　　業　　　　　　　名 事業費
左の財源内訳

事　　　　業　　　　内　　　　容
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主　要　事　業
（単位：千円）

特定財源 一般財源

国民健康保険の持続的な運営 1,829,422 850,594 978,828 医療費の増等に伴う保険料の改定 事業費は一般会計繰入金
国庫負担金 　・北海道から示されている納付金　　4,561,607千円

194,288 　　⇒基金繰入による保険料抑制 　　（141,200千円）
道負担金

649,169 令和7年度の保険料率は、5月
雑入 に所得等が判明し次第算定

7,137

　・賦課限度額の改定
　　　医療保険分 65万円⇒66万円
　　　後期高齢者支援金分 24万円⇒26万円　　109万円
　　　介護納付金分 17万円（据え置き）
　・保険料法定軽減（2割、5割）の基準額改定

後期高齢者医療制度の運営 863,418 530,536 332,882 令和6年度の保険料改定に伴う激変緩和措置の終了 事業費は一般会計繰入金
道負担金

473,420
雑入

57,116

　・賦課限度額　73万円⇒80万円
　・保険料法定軽減（2割、5割）の基準額改定

備　　　　　　　考

後 期 高 齢 者 医 療 会 計

国 民 健 康 保 険 会 計

事　　　　　　　業　　　　　　　名 事業費
左の財源内訳

事　　　　業　　　　内　　　　容

58万円以下 10.92% 0.87%

上記以外 11.79% 0.00%

均等割 52,953円 52,953円 0円

基礎控除後
総所得等

増△減令和7年度令和6年度

11.79%所得割

保険料率

令和7年度

（見込み）

所得割 12.18% 12.37% 0.19%

均等割 46,010円 46,540円 530円

平等割 44,740円 44,350円 △ 390円

一人当たり賦課額 148,365円 150,053円 1,688円

保険料率 令和6年度 増△減
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主　要　事　業
（単位：千円）

特定財源 一般財源

介護人材育成支援事業（新規） 1,000 1,000 介護職員のモチベーションの維持やキャリアアップの支援を行う
基金繰入金 ことで介護人材を安定的に確保するため、介護職員が受講した

1,000 研修の受講料等の一部を助成

認知症サポーター活動促進・地域づくり促進 945 762 183 チームオレンジおびひろのグループによる本格的な活動や個別
事業 介護保険料 支援に向けて、チームオレンジコーディネーターによるマッチン

217 グ等を実施
国庫補助金

363
道補助金

182

備　　　　　　　考

介 護 保 険 会 計

事　　　　　　　業　　　　　　　名 事業費
左の財源内訳

事　　　　業　　　　内　　　　容

補助対象

対象研修

対象経費

予算額

市内の介護事業所で介護職員として勤務し、受講料等の全部又は
一部を自己負担している者

介護職員初任者研修、介護福祉士実務者研修

研修実施期間に直接支払った受講料、テキスト代、実習代の1/2以内
（上限5万円）

50千円×20件＝1,000千円（全額福祉基金充当）
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主　要　事　業
（単位：千円）

特定財源 一般財源

中島霊園合同納骨塚整備事業（拡充） 18,472 18,400 72 合同納骨塚の利用の増加に伴う新たな納骨室の整備等
市債 　・所在地 　中島霊園内（西21条北5丁目）柏2地区

18,400 　・整備内容 　納骨室の増設（収容量約4,000体）、献花台設
　置、園路の舗装　等

ばんえい競馬の開催 52,720,238 52,720,238 ばんえい競馬開催
収益事業収入

51,399,663
手数料

1,783
財産運用収入

29,102
寄附金 　・公正確保対策の継続

24,954 　・情報提供の充実
繰入金 　・発売体制の効率化

643,604 　・生産者支援
市預金利子 　・一般社団法人設立による運営体制強化

1
雑入

621,131

事　　　　業　　　　内　　　　容 備　　　　　　　考

中 島 霊 園 事 業 会 計

ば ん え い 競 馬 会 計

事　　　　　　　業　　　　　　　名 事業費
左の財源内訳

令和6年度 令和7年度
開催日 149日 149日
ナイター開催 95日 95日
準ナイター開催 30日 30日
薄暮開催 24日 24日
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主　要　事　業
（単位：千円）

特定財源 一般財源

水道料金基本料金免除 3,463 △ 644,872 648,335 物価高騰の影響を受けている市民や事業者を幅広く支援する
給水収益 ため、水道料金の基本料金を6ヶ月間免除
△ 644,872 　・期間　　  令和7年5月1日～令和7年10月31日検針分

　・対象者　  全ての水道契約者
　　　　　　　　　    ただし、国や地方公共団体などは除く
　・市民周知  検針時に「上下水道料金のお知らせ」と併せて、
　　　　　　　　 　  免除内容を記載したリーフレットを対象者へ配布
　　　　　　　　　　 広報やホームページで周知

水道料金・下水道使用料体系の検証 510 510 水道料金・下水道使用料体系を検証するため公営企業経営審
内部留保資金 議会を4回開催

510  

配水管整備事業

第8次配水管整備事業 71,700 71,700 道路整備等事業関連工事 一部令和6年度2月補正予算で
工事補償金 　・管路整備 　L=660 m 債務負担行為設定

11,800 　・実施設計 24,300千円
企業債

36,300
内部留保資金

23,600

老朽管更新事業 489,800 489,800 耐用年数を超えた老朽管を耐震性能がある水道管に更新 一部令和6年度2月補正予算で
企業債 　・老朽管更新事業 　L=5,165 m 債務負担行為設定

248,200 　・実施設計 204,600千円
内部留保資金

241,600

《 水 道 事 業 》

事　　　　業　　　　内　　　　容 備　　　　　　　考

水 道 事 業 会 計

事　　　　　　　業　　　　　　　名 事業費
左の財源内訳
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主　要　事　業
（単位：千円）

特定財源 一般財源

管路耐震化事業（新規） 423,500 395,213 28,287 上下水道耐震化計画に基づき、地震等の災害時に防災拠点や 令和7年度末
国庫補助金 避難所などの重要施設への給水機能を確保するため、重要施 　重要施設追加後の

110,991 設に接続する管路等の耐震化を実施 　水道管路の耐震適合率　87.0%
企業債 　・重要施設管路耐震化（大正町ほか）　L=3,090 m 

214,700 　・基幹管路耐震化　　　　　　　　　　　　　L=135   m
内部留保資金 　・実施設計

69,522

稲田浄水場緊急遮断弁設置事業 175,800 124,866 50,934 稲田浄水場の地震対策として、災害時に配水池から水道水の 一部令和6年度2月補正予算で
国庫補助金 流出を防止するため、緊急遮断弁を設置するとともに、送水管 計上（繰越予定）

50,933 の布設替 152,800千円
内部留保資金 　・緊急遮断弁の新設 　 　　1基

73,933 　・送水管布設替工事 　L=17 m

川西地区受水切替事業 82,626 82,626 川西地区での安定した水道水の供給のため、十勝中部広域
企業債 水道企業団からの受水に向けた送水管布設工事を実施

82,600 　・布設工事　（美栄町） 　L=250 m
内部留保資金 　・実施設計

26

岩内浄水場設備更新事業 128,200 128,200 岩内浄水場の老朽化対策として、機器設備を更新 継続費2年目（令和6～8年度）
企業債 　・浄水設備、制御設備、動力設備、電気計装設備等の更新

128,200

事　　　　業　　　　内　　　　容 備　　　　　　　考事　　　　　　　業　　　　　　　名 事業費
左の財源内訳

《 簡 易 水 道 事 業 》
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主　要　事　業
（単位：千円）

特定財源 一般財源

管渠耐震化事業（新規） 18,000 18,000 上下水道耐震化計画に基づき、地震等の災害時に防災拠点
国庫補助金 や避難所などの重要施設からの排水機能を確保するため、

9,000 地震により液状化のおそれがある地区において、マンホール
内部留保資金 が浮上する可能性を調査

9,000 　・地質調査、液状化診断

公共下水道整備事業 479,230 479,230 雨水管整備 令和7年度末
国庫補助金 　・雨水管渠整備（稲田地区） 　・　L=770m 　雨水整備率　74.5%

81,400 　・実施設計、地質調査 一部令和6年度2月補正予算で
企業債 汚水管整備 債務負担行為設定

344,100 　・汚水管渠整備 　・　L=503m 28,100千円
補償金 　・実施設計

50,000
内部留保資金

3,730

下水道長寿命化事業 115,600 113,886 1,714 管渠長寿命化事業 一部令和6年度2月補正予算で
国庫補助金 　・長寿命化工事（工業団地） 　　　L=183m 計上（繰越予定）

57,800 　・マンホールポンプ更新 　　　2基 28,800千円
企業債 　・TVカメラ調査 　　　L=15,100m

31,300
内部留保資金

24,786

備　　　　　　　考

下 水 道 事 業 会 計

《 下 水 道 事 業 》

事　　　　　　　業　　　　　　　名 事業費
左の財源内訳

事　　　　業　　　　内　　　　容

43



主　要　事　業
（単位：千円）

特定財源 一般財源

汚水処理施設統合事業 十勝川流域下水道への汚水処理統合に向けた施設の改修等

汚水処理統合管渠整備事業 628,000 628,000 　・圧送管整備　 　・　L=797m
国庫補助金 　・合流接続管整備　 　・　L=90m

314,000
企業債

314,000

汚水処理統合施設整備事業 129,200 129,200 中継ポンプ場を新設する上で支障となる消化タンクの撤去工事 継続費設定（令和7～9年度）
国庫補助金 　・中継ポンプ場新設工事 事業費総額　930,000千円

64,600
企業債

64,600

帯広川下水終末処理場施設改修事業 193,100 193,068 32 　・滅菌池電気設備設置工事 滅菌池電気設備設置工事は
国庫補助金 　・滅菌池機械設備設置工事 継続費3年目（令和5～7年度）

106,205 　・滅菌池管路・外構工事 滅菌池機械設備設置工事は
企業債 継続費2年目（令和6～7年度）

52,700
内部留保資金

34,163

農村下水道整備事業 103,420 103,420 公共下水道等の区域外における生活環境の保全及び公衆衛生
企業債 の向上を図るため、合併処理浄化槽を設置

63,800 　・整備基数 16基
分担金及び
負担金

6,540
内部留保資金

33,080

備　　　　　　　考

《 農 村 下 水 道 事 業 》

事　　　　　　　業　　　　　　　名 事業費
左の財源内訳

事　　　　業　　　　内　　　　容
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主　要　事　業
（単位：千円）

特定財源 一般財源

定額減税補足給付金（不足額給付）給付事業 450,000 450,000 令和6年度に給付した定額減税しきれないと見込まれる方への 地方創生臨時交付金を活用
国庫補助金 給付金（定額減税補足給付金）について、令和6年分所得税額 一部職員費にて計上

450,000 の確定などに伴い不足が生じる方に対して、本来給付すべき額
と当初給付額との間に生じた差額を支給

障害福祉施設等物価高騰対策支援事業（新規） 623 623 北海道が実施する物価高対策支援事業の対象外となった地域 地方創生臨時交付金を活用
国庫補助金 活動支援センター等の食材料費及び光熱水費に対する支援

623 　・対象施設 10施設・事業者
地域活動支援センター 8施設
障害福祉関連施設 1施設
福祉有償運送事業者 1事業者

保育施設物価高騰対策支援事業（新規） 575 575 北海道が実施する物価高対策支援事業の対象外となった保育 地方創生臨時交付金を活用
国庫補助金 施設の食材料費及び光熱水費に対する支援

575 　・対象施設 5施設
小規模保育施設 4施設
事業所内保育施設 1施設

副食費支援事業（新規） 10,181 10,181 保育所・幼稚園等における副食費の値上げに係る保護者負担 地方創生臨時交付金を活用
国庫補助金 を軽減

10,181 　・対象 保育所・幼稚園等の3～5歳児クラスの児童
　・補助上限 月額300円

事　　　　業　　　　内　　　　容 備　　　　　　　考

物価高騰対応
重点支援地方交付金事業（再掲）

事　　　　　　　業　　　　　　　名 事業費
左の財源内訳

①「不足額給付時における給付所要額」－「当初給付時における給付所要額」
②4万円（最大）

令和7年1月1日時点で帯広市に居住する下記の者
①令和6年分所得税額及び定額減税の実績等が確定したのちに、本来給付すべき額と
　 当初給付額との間で差額が生じた者
②個別に書類の提示（申請）により、給付要件を確認して給付する必要がある者

対象者

給付額
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主　要　事　業
（単位：千円）

特定財源 一般財源

学校給食事業 50,196 50,196 食材価格の高騰に伴う、学校給食の賄材料費の増 事業費総額　746,036千円
国庫補助金 　・保護者負担を増やすことなく学校給食を提供 地方創生臨時交付金を活用

50,196

水道料金基本料金免除 648,335 430,428 217,907 物価高騰の影響を受けている市民や事業者を幅広く支援する 地方創生臨時交付金を活用
国庫補助金 ため、水道料金の基本料金を6ヶ月間免除

430,428 　・期間　　  令和7年5月1日～令和7年10月31日検針分
　・対象者　  全ての水道契約者
　　　　　　　　　    ただし、国や地方公共団体などは除く
　・市民周知  検針時に「上下水道料金のお知らせ」と併せて、
　　　　　　　　 　  免除内容を記載したリーフレットを対象者へ配布
　　　　　　　　　　 広報やホームページで周知

　　　　　　　　　　

備　　　　　　　考事　　　　　　　業　　　　　　　名 事業費
左の財源内訳

事　　　　業　　　　内　　　　容
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